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「気候危機」と「コロナ」と２つの危機に直面

▲令和元年東日本台風による被害の様子
＜長野県長野市千曲川＞

国内外で深刻な気象災害が多発、更に気象災害のリスクが高まる
６月１２日、環境省として「気候危機宣言」を実施。
新型コロナウイルスによる世界中の経済社会、健康等に甚大な影響

▲2019-nCoVの電子顕微鏡写真
（資料：国立感染症研究所）



国際的な最近の動き

09月【中国】遅くとも2060年までにカーボンニュートラルの実現を目指すこと表明
10月【日本】2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロを表明
10月【韓国】2050年までにカーボンニュートラルの実現を目指すことを表明
11月【米国】パリ協定離脱 → バイデン氏が次期大統領に当選
バイデン氏の温暖化対策
・遅くとも2050年までに排出実質ゼロ
・パリ協定復帰
・政権の４つの重要課題の一つに気候変動を掲げる
・電力脱炭素化、グリーンエネルギー等へのインフラ投資に4年間で2兆ドル投資

気候変動に対する世界の
動きが加速している



持続可能な社会に向けたパラダイムシフト

■ 2015年９月 「持続可能な開発のための2030アジェンダ」採択
※ 複数の課題の統合的解決を目指すSDGsを含む。

■ 2015年12月 「パリ協定」採択
※ ２℃目標達成のため、21世紀後半には温室効果ガス排出の実質ゼロを目指す。
※ 各国は、削減目標、長期の戦略、適応計画の策定などが求められる。

SDGsの17のゴール

（資料：国連広報センター）

パリ協定の採択

パリ協定が採択されたＣＯＰ２１の首脳会合でスピーチする安倍総理
（写真：首相官邸ＨＰより）

新たな文明社会を目指し、大きく考え方を転換
(パラダイムシフト) していくことが必要。

時代の
転換点



菅総理が2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを表明

10月26日に行われた第203回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説
において、2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこ
とを宣言。
10月30日に行われた地球温暖化対策推進本部において、菅総理より
「2050年カーボンニュートラルへの挑戦は日本の新たな成長戦略であ
る」とし、地球温暖化対策計画、エネルギー基本計画、長期戦略の見直し
の加速を指示。

地球温暖化対策を
日本の成長戦略へ

◀地球温暖化対策推進本部（首相官邸HPより）
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我が国の温室効果ガス削減の中期目標と長期的に目指す目標

（出典）「2018年度の温室効果ガス排出量（確報値）」
及び「地球温暖化対策計画」から作成
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排出量
（億トンCO2換算）

2030年度
2013年度比

26%減
（10.42億トン）

2018年度（確報値）

12.40億トン
〈2013年度比12.0％減〉

・約束草案（INDC）（平成27年7月17日地球温暖化対策推進本部決定）

・地球温暖化対策計画※

（平成28年５月13日閣議決定 令和２年９月見直し開始）

整合的

・エネルギーミックス
（平成27年7月経産省決定）

・エネルギー基本計画
（平成30年７月３日閣議決定）

中期目標
（ターゲット：積上げ）

長期目標
（ゴール）

基準年度 排出量
2013年度 14.08億トン

※削減目標決定時の数値

2014年度以降
5年連続削減

・日本のNDC（令和２年3月30日地
球温暖化対策推進本部決定）

この水準にとどまることなく更なる
削減努力を追求

エネルギーミックスの改定と整合
的に、更なる野心的な削減努力を
反映した意欲的な数値を目指す

2050年
カーボンニュートラル
（令和2年10月26日

菅総理所信表明演説）

※「2050年まで
に80％削減」
を長期目標と
して記載

・長期戦略※

（令和元年６月11日閣議決定）

今世紀後半の
できるだけ早期に

「脱炭素社会」
(実質排出ゼロ)を実現

※「2050年までに80％削減」
を長期目標として記載



表明市区町村 (3,875万人)
北海道 山形県 栃木県 茨城県 千葉県 石川県 愛知県 島根県 佐賀県

 札幌市  山形市  鹿沼市  水戸市  千葉市  金沢市  岡崎市  松江市  佐賀市

 石狩市  米沢市  大田原市  土浦市  成田市  加賀市  半田市 岡山県  武雄市

 ニセコ町  東根市  那須塩原市  古河市  八千代市 山梨県  豊田市  岡山市 熊本県

 古平町  南陽市  那須烏山市  結城市  山武市  南アルプス市  大府市  津山市  熊本市

岩手県  朝日町  那須町  下妻市  野田市  北杜市  みよし市  玉野市  菊池市

 久慈市  高畠町  那珂川町  常総市  我孫子市  甲斐市  武豊町  総社市  宇土市

 二戸市  川西町 群馬県  高萩市  浦安市  笛吹市 三重県  備前市  宇城市

 葛巻町  飯豊町  太田市  北茨城市  四街道市  上野原市  志摩市  瀬戸内市  阿蘇市

 普代村  庄内町  館林市  取手市 東京都  中央市  南伊勢町  赤磐市  合志市

 軽米町 福島県  藤岡市  牛久市  世田谷区  市川三郷町 滋賀県  真庭市  美里町

 野田村  郡山市  神流町  鹿嶋市  葛飾区  富士川町  湖南市  和気町  玉東町

 九戸村  大熊町  嬬恋村  潮来市  多摩市  昭和町 京都府  早島町  大津町

 洋野町  浪江町  みなかみ町  守谷市 神奈川県 長野県  京都市  久米南町  菊陽町

 一戸町  大泉町  常陸大宮市  横浜市  小諸市  宮津市  美咲町  高森町

 八幡平市  那珂市  川崎市  佐久市  京丹後市  吉備中央町  西原村

 宮古市  筑西市  相模原市  東御市  大山崎町 広島県  南阿蘇村

 坂東市  横須賀市  松本市  与謝野町  広島市  御船町

 桜川市  鎌倉市  軽井沢町 大阪府  尾道市  嘉島町

 つくばみらい市  小田原市  池田町  大阪市 香川県  益城町

 小美玉市  三浦市  立科町  枚方市  高松市  甲佐町

 茨城町  開成町  白馬村  東大阪市  善通寺市  山都町

 城里町 新潟県  小谷村  泉大津市 愛媛県 宮崎県

 東海村  新潟市  南箕輪村 兵庫県  松山市  串間市

 五霞町  柏崎市 岐阜県  神戸市 福岡県 鹿児島県

 境町  佐渡市  大垣市  明石市  北九州市  鹿児島市

埼玉県  粟島浦村 静岡県 奈良県  福岡市  知名町

 さいたま市  妙高市  静岡市  生駒市  大木町 沖縄県

 秩父市  十日町市  浜松市 和歌山県 長崎県  久米島町

 所沢市 富山県  富士宮市  那智勝浦町  平戸市

 深谷市  魚津市  御殿場市 鳥取県  五島市

 南砺市  牧之原市  北栄町

 立山町  南部町

2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体

表明都道府県 (7,670万人)

（2020年10月26日時点）

＊朱書きは表明都道府県、その他の色書きはそれぞれ共同表明団体

東京都・京都市・横浜市を始めとする224自治体（28都道府県、128市、２特別区、55町、11村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。表明自治体人口約9,064万人※、GDP約411兆円。
※表明自治体人口（各地方公共団体の人口合計）では、都道府県と市区町村の重複を除外して計算しています。 （2021年2月2日時点）
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国・地方脱炭素実現会議

構成メンバー：
＜政府＞
内閣官房長官（議長）、 環境大臣（副議長）、
総務大臣（同）、 内閣府特命担当大臣（地方
創生）、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交
通大臣

＜地方公共団体＞
長野県知事、軽米町長、横浜市長、津南町長、大
野市長、壱岐市長

第1回 国・地方脱炭素実現会議（令和２年12月25日）

○ 国と地方が協働・共創して2050年までのカーボンニュートラルを実現するため、特に地
域の取組と国民のライフスタイルに密接に関わる分野を中心に、国民・生活者目線での
実現に向けたロードマップ、及び、それを実現するための国と地方による具体的な方策に
ついて議論する場として、国・地方脱炭素実現会議を開催。

○ 令和２年12月25日の第１回では、ロードマップの素案と各省・地方公共団体の取組
を元に議論。

○ 今後、数回の会議開催及び関係各方面からのヒアリングを通じて、ロードマップの具体
化とその実現の方策について検討を行う予定。



地域脱炭素ロードマップのイメージ

脱
炭
素
で
、
か
つ
持
続
可
能
で
強
靭
な

活
力
あ
る
地
域
社
会
を
実
現

強化継続

①既存技術でできる重点対策
を全国で実施

A) 屋根貸しなど未利用再エネの最大活用
B) 住宅・公共施設の省エネ性向上
C) 住民・観光客向けの再エネEVカーシェア
・
・
・

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
待
た
ず
既
存
技
術
を
フ
ル
活
用

足
元
か
ら
で
き
る
こ
と
を
直
ち
に
実
行

地
域
に
よ
っ
て
は
、
カ
ー
ボ
ン
マ
イ
ナ
ス
を
目
指
す

ドミノを
津々浦々へ

革新的技術も活用

最初の10年間がカギを握る

②先行モデルケースづくり
≒ドミノスタート）
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A) 公共施設の電力を100％再エネに
B) ゼロエミッションの公共交通整備
C) 小規模街区で再省蓄エネ＆IoTで最適管理
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地域の主体的な取組を引き出す施策
実効性を確保するための指標や仕組みを盛り込む



①地域のエネルギーや資源の地産地消

③まちづくり・地域交通

②住まい

⑤生活衛生インフラ
（上下水道・ごみ処理など）

⑦働き方、社会参加

⑥農山漁村・里山里海

④公共施設をはじめとする建築物・設備

⑧地域の脱炭素を支える
各分野共通の基盤・仕組み

地域脱炭素ロードマップの対象となる主要分野
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「３つの移行」による経済社会のリデザイン（再設計）

移行を支える取組

「３つの移行」で経済社会をリデザイン（再設計）
⇒地域循環共生圏（ローカルSDGs）の創造

ESG金融･ナッジ等を活用した社会変革 環境外交の強化

基盤となる健康と環境を守る取組

ESG金融、インパクトファイナンス
ナッジ
脱炭素経営、スタートアップ支援

COP26、COP15 に向けた外交強化
大阪ブルーオーシャンビジョン拡大・深化
脱炭素化原則に基づく環境インフラ輸出

人獣共通感染症対策
石綿、PCB、水俣、動物愛護管理

＜ウィズコロナ・ポストコロナの時代＞

脱炭素社会
ゼロカーボンシティ再エネ強化
支援パッケージ
「新たな日常」の脱炭素化
脱炭素イノベーション加速化

循環経済
プラスチック資源循環戦略の
具体化
持続可能な廃棄物処理体制構築
レジリエントな廃棄物処理

分散型社会
｢気候変動x防災｣｢適応復興｣に
よるレジリエント化
国立公園の抜本強化
新たな里地里山里海の創造
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地域循環共生圏



域内の再エネがエネルギー需要を上回
り、地域外に販売し得る地域
（エネルギー需要の約20倍にも及ぶ
再エネポテンシャル）
【一人あたりGDP 315万円】

域内の再エネでほぼ自給できる地域
【一人あたりGDP 334万円】

再エネを他地域から購入する地域
【一人あたりGDP 681万円】 小

再
エ
ネ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

大

出典：環境省（「平成27年版環境白書」より抜粋）
※再エネポテンシャルからエネルギー消費量を差し引いたもの。実際に導入するには、技術や採算性などの課題があり、導入可能量とは異なる。
※今後の省エネの効果は考慮していない。

再エネポテンシャルと域内一人当たりGDPの関係

日本全体では、エネルギー需要の1.8倍の再エネポテンシャルが存在。
2050年100％削減に向けて、再生可能エネルギーのポテンシャルは豊富だがエネルギー需要密
度が低い地方と、エネルギー需要密度が高い都市との連携は不可欠になると考えられる。
これにより、資金の流れが、「都市→中東」から「都市→地方」にシフト。

再生可能エネルギーの地域別導入ポテンシャル

9



支払い

エネルギー輸入

地域でお金が回る仕組み

13

収入

エネルギー提供

雇用

日本全体で約20兆円/年＝
5万人の自治体で約75億円/年

地域の再生可能エネルギーの活用等による地域経済への効果

食料品, 7.2, 9%

原料品, 5, …

鉱物性燃料, 
19.3, 23%

化学製品, 
8.6, 10%

原料別製品, 
7.5, 9%

一般機械, 
7.9, 10%

電気機器, 
12.3, 15%

輸送用機器, 
3.5, 4%

その他, 
11.4, 
14%

財務省貿易統計2018
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ゼロカーボンシティの取組事例（避難施設等への再エネ導入）

民間企業が初期費用を負担し、発電量
に応じた電気料金で回収する（千葉市
は電気料金を支払う）エネルギーサー
ビス契約により、自治体の初期費用な
しで太陽光発電設備及び蓄電池を避難
施設である中学校に導入
災害時には、太陽光発電設備及び蓄電
池からの電力供給を行うことで、避難
所としての機能を維持。

千葉県千葉市
避難施設として位置づけられている小学
校に太陽光発電設備、蓄電池及び高効率
空調を導入。
施設のCO2排出量の削減に寄与するとと
もに、災害時は、空調（酷暑時期の冷房
及び厳冬期の暖房）へ蓄電池から給電す
ることで、施設の機能強化を図る。

富山県立山町

高効率空調

給電

避難スペース
にて暖房・冷
房利用可能

災害時（停電時）の電力供給
新設
太陽光設備

NTT
スマイル
エナジー

太陽光発電設備 蓄電池

再エネ設備等を初期費用なしで設置

発電量に応じた
電気料金を支払い
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ゼロカーボンシティの取組事例（地域経済への貢献）

町直営で北条砂丘風力発電所を運
営。
売電収益の一部を、「風のまちづくり事
業」として、町民を対象とした家庭用太
陽光設備や断熱リフォームへの補助事
業、防犯灯や公共施設のLED化等に活
用。

鳥取県北栄町

写真出所）鳥取中部観光推進機構 鳥取中部癒しの旅紀行 北条砂丘風力発電所
https://tottori-iyashitabi.com/spot/area/hokuei/6930/
（閲覧日：2020/11/26）

岡山県真庭市
木質バイオマス発電、CLT（直交集成板）等
の新産業、生ごみ由来の液肥の農業利用等、
地域資源の循環利用に取り組む。
今後、災害時にも電力を供給できる地域マイク
ログリッドの導入や、市内に豊富に存在している
広葉樹を有効活用していく方策等について検
討。

出所）真庭市Webサイトより
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ゼロカーボンシティの取組事例（セクターカップリング）

熊本県熊本市
2020年１月に熊本連携中枢都市圏が
共同してゼロカーボンシティを宣言。
市の廃棄物発電所の余剰電力を地域
新電力を通じて主要な公共施設に供
給。
再エネによる電力供給のみでなく防災力
向上を兼ねる蓄電池等の整備等多角的
な取組を実施。

（写真出所：熊本市「 ようこ
そ 西部環境工場へ」
http://www.city.kumam
oto.jp/
hpkiji/pub/detail.aspx?c_
id=5&id=731（閲覧日：
2020/11/ 24））

西部環境工場

熊本連携中枢都市圏

神奈川県小田原市
100台の電気自動車を活用したシェアリング
事業を行い、脱炭素型地域交通モデルの
構築への取組を開始。

地域の再エネ事業者が調達した電力を充
電に用いることで、脱炭素化およびエネル
ギーの地産地消を図っている。

出所）(株)REXEV提供資料
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横浜市は、最大限の省エネで約50％、電
力以外（新技術の実用化・普及）で約
25％、残りの25%を再エネで削減を計
画。しかし、市内のポテンシャルは
8％。

2019年2月に横浜市と東北12市町村と
の連携協定を結び、再エネ連携連絡会の
実施、再エネ電力の購入を進めている。

横浜市×東北12市町村

横浜町の風車群

世田谷区は発電事業に関する連携・協力
協定を新潟県十日町市や長野県等と締
結。

連携地域の再エネ電力（地熱、水力、太
陽光、木質バイオマス）について世田谷
区施設への導入を行うほか、世田谷区民
が購入。

世田谷区×新潟県十日町市等

ゼロカーボンシティの取組事例（広域連携）

注：再エネポテンシャルは全ての制約条件が解決された時の値。
資料：環境省「平成30年版環境白書」より横浜市作成

川場村（木質バイオマ
ス）

長野県（水力）

弘前市（太陽光）

十日町市（地熱）

区民

区施設
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ゼロカーボンシティの取組事例（その他）

みんなで
まとめて買う
からお得！

業者

協定

広報

施工

東京都、神奈川県、大阪府・大阪市、京都市等

長野県では、令和元年の台風被害を受けて、
2019年12月に「気候非常事態宣言」と 「ゼロ
カーボン宣言」を同時に宣言。
これらを具体化するために、再生可能エネルギーの
生産量を３倍以上にすることなどを柱とする「気候
危機突破方針」を本年４月に策定。

出所：長野県気候危機突破方針

長野県
上記をはじめとする自治体においては、太
陽光発電設備をより安価に購入できる共
同購入キャンペーンを実施。
神奈川県では、2019年度から共同購
入事業を実施。市場価格より約26％程
度安価に太陽光発電設備が設置可能
に。
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風力発電の導入ポテンシャル
洋上風力発電の導入ポテンシャルは再エネ電源の中で最大
脱炭素社会の構築に向けては、風力発電の導入拡大が重要

•水深200m未満
•陸地から30km以内
•風速6.5m/s以上

・着床式(0～50m未) 2.9億kW
・浮体式(50m以深) 10.9億kW
うち、水深100m以深が
導入ポテンシャルが高い

出典：環境省「平成27年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」

陸上風力発電：2.7億kW 洋上風力発電：13.8億kW
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再エネ情報提供システム「REPOS（リーポス）」の概要①

環境省は今般、「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS：Renewable Energy Potential System）」
を新たに開設し、デジタルで誰でも再エネポテンシャル情報を把握・利活用できるようにしました。

リーポス

•全国・地域別の再エネ導入ポテンシャル情報を掲載

•導入に当たって配慮すべき地域情報・環境情報も
整備・可視化
•「気候変動×防災」の観点から、ハザードマップとも
連携表示

搭載情報

ゼロカーボンシティ実現、RE100、再エネ主力化をデータ駆動で促進

http://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/index.html

（太陽光、風力、中小水力、地熱、地中熱、太陽熱）

（景観、文化財、鳥獣保護区域、国立公園等）

（国交省等が整備する防災関連情報を反映）
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再エネ情報提供システム「REPOS（リーポス）」の概要①

これまで報告書情報でしかなかった再エネポテンシャル関係情報を、デジタルな地図データとして一元表示。
地域ごとの情報が、特殊なソフトを使わずに、誰でも、ビジュアルで閲覧可能に。

特徴４
自治体別（都道府県別、市町村別）に再エネ導入
実績を表示

太陽光

陸上風力

特徴３
ポテンシャル情報と防災情報も重ね合わせて表示

睦沢

睦沢

特徴１
地域情報・環境情報と統合（環境影響情報サイトと自動連携）

特徴２
自治体別（都道府県別、市町村別）に再エネポテ
ンシャル情報を表示
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環境アセスメントデータベース“EADAS”の概要①

再生可能エネルギーに関する情報や、地域の自然環境・社会環境の情報をウェブサイト上のGISシ
ステムで一元的に提供し、再生可能エネルギーの導入に向けたゾーニング等の取り組みや環境アセ
スメント等の場面における情報交流・理解促進を通じて、合意形成を促進する。

○地域の自然環境に関する情報
（自然公園、重要種の生息情報など）
○地域の社会環境に関する情報
（土地利用規制の情報など）

○再生可能エネルギーに関する情報
（風力・太陽光発電所、送電線など）

地方自治体
• 地域特性の把握
• 再生可能エネルギー導入

適性の把握

再エネ事業者等
• 初期の立地調査や現況調

査の効率化
• 立地リスクの低減

地域住民・関係者
• 住民、先行利用者、NPO

などの関係者の共通理解
の促進

全国環境情報

豊
富
な
情
報
を
一
元
的
に
収
録

閲
覧
・
情
報
の
活
用

環境アセスメント
データベース
“EADAS”

ウェブサイト上の
GISで閲覧
パソコン,タブレット,
スマートフォンで誰
でもアクセス

再生可能エネルギー情報

風力発電の鳥類センシティビティマップ

国立公園等インベントリ整備情報

情報整備モデル地区環境情報

情報交流-理解促進

情報交流-理解促進
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環境アセスメントデータベース“EADAS”の概要②

背景地図は、衛星写真赤
色立体地図など10種類

既設の風車の
位置を収録

計画中の発電所の位置、FIT
認定設備の概略位置を収録

重要野鳥生息地、鳥獣保護区
等の情報をあらかじめ確認可能

風況や送電線の位置など
の情報を収録

国立公園、国定公園、県立自
然公園や、長距離自然歩道など

の情報を一元的に収録

「環境」と「再生可能エネルギー」に関する豊富な地図情報をWeb-GISで提供
●地域特性を把握するための自然環境・社会環境や再生可能エネルギーに関する200項目におよぶ地図情報を収録
●ウエブサイト上のシステム（Web-GIS）により、パソコン、タブレット、スマートフォンで誰でもアクセス可能
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これまでの環境省の取り組み（浮体式洋上風力発電の実証：H22～27年度）

洋上風力発電は陸上に比べて大きな導入ポテンシャル（再エネ電源の中で最大）を有し、風速が
高く安定かつ効率的な発電が見込まれるため、その実用化が温暖化対策上必要不可欠。
浅い海域が少ない我が国では、海底に固定する「着床式」に加え、深い海域（50m以上）に適用
可能な「浮体式」洋上風力発電を進めることが重要。

平成27年度まで発電実証を継続。発電・信頼性・安全性の評価、気象・海象への対策、環境ア
セスメント、事業性評価等を実施。浮体式洋上風力発電の本格的な普及を促進するため、
平成28年度からは、施工の低炭素化・低コスト化の手法の確立のための事業を実施。

世界初のハイブリッドスパー型を開発
• 浮体本体の水中部分にコンクリートを用いコストを大きく低減
効率的な発電
• 設備利用率30％超（陸上平均20％）※2MW風車では1,800世帯分の電力
高い耐久性を確認
• 風速53m/s、波高17mの戦後最大の台風の直撃に耐えた実績
漁業者の理解を醸成
• 浮体に魚が集まる効果を確認 海洋等環境への影響も小さい

スケジュール H22 H23 H24 H25 H26 H27

小規模試験機（100kW）

実証機（2MW）

H24年6月に設置、同年8月に試運転開始（国内初の系統連系）

H25年10月に設置、H28年3月より運転開始（国内初
の洋上風力の実用化）

設計 建造 施工

設計 建造 施工100kW機の成果を反映

本実証事業の評価

全長：約170m
風車直径：80m
重さ：約3,400ｔ

100kW試験機

2MW実証機

実証海域

海域選定

普及促進には低コス
ト化が必要であり、か
つ事業費の大部分を
占める施工費の低炭
素化・低コスト化が
必要であることが明ら
かとなった。

長崎県五島市沖で国内初となる2MWの浮体式洋上風力発電施設を建造・設置・運転・評価
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環境省実証事業の洋上風力発電機（ハイブリッドスパー型）

浮体式洋上風力発電実証事業で
開発（平成22～27年度）

2MW級：
1,800世帯分の電力に相当

参加企業
戸田建設、日立製作所、
海洋エンジニアリング、九州大学、
海上技術安全研究所
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これまでの環境省の取組②（浮体式洋上風力発電の実証；H28年度～）

平成28年度より、前年度までで開発したハイブリッドスパー型の本格的な普及に向け、各施工におけ
るCO2排出量及びコストを低減する「5つの新たな手法」の開発・実証への補助を実施。

出所：環境省 「低炭素型浮体式洋上風力発電施工手法低炭素・高効率化等促進事業」に基づき作成

オンサイトでの浮体建造により、水切り1 （船
内への機器搬入等） 用大型起重機船が不
要となる。
建造ヤードの省面積化により、国内岸壁におけ
る適応可能エリアの拡大も図れる。

省面積高速化建造システム 浜出船
1 2

鋼製部
組立

建造に係る施工（オンサイト）

鋼製部に
PC部を
連結

洋上における施工

浜出し 曳航
建起こし 仮係留 電気設備

風車組立 本係留 海底
ケーブル

一括建起し方式 ブレード等
半自動脱着装置 多機能船
4

浜出船
橋形クレーン

鋼製部組立

コンクリート
部製作

コンクリート部製作

【従来手法】
・大型起重機船による鋼製部水切り1

・広い面積が必要

大型起重機船に代えて、浜
出船を建造・適用する。

【従来手法】
・大型起重機船の利用による、事業実施区域までの風車タワーの輸送、吊り上げ、
ブレードの装着など

陸上でバラスト充填後、タ
ワー・ナセルを事前に組立
て、浜出し曳船後に一括
で建起す。

小型起重機船を使用して
ブレードを吊り上げてタワー、
ナセル・ローターに装着す
る。

ブレード

係留台船に海底ケーブル
船の機能を加え、1隻で
両方の機能を有する。

浜出船

係
留
台
船

多機能船

ブレーキ装置

ターン
テーブル
推進装置
（DPS）

【従来手法】
・係留台船、海底ケー
ブル敷設船の個々の
作業船で対応注 1） 船内への機器の搬入等のこと

バラスト充填
タワー・ナセル

組立

3 5



27

浮体式洋上風力発電の導入による効果（長崎五島の事例）

漁業に対する影響は、むしろプラス面の期待が高まっている。水中から海底に向かって長く延びる浮体
の表面には、びっしりと海藻が付着した。海藻のまわりに小魚が数多く集まり、それを追って大きな魚も
寄って来る（写真）。海底の岩などに魚が集まる「魚礁」と同じ効果である。こうして浮体の周辺に魚
が集まってきた場合でも、近隣の漁場の漁獲量に変化が生じないか、定期的に確認しながら効果と
影響を検証することにしている。
地元の名産品であるイカは海藻に卵を産みつけることから、イカの繁殖につながる期待もある。「最近
の漁業の問題点は、魚がとれない、船の油代が高い、しかも魚価が安い、という三重苦に悩まされて
いることだ。遠くまで魚を釣りに行っても油代がかさむだけで採算がとれない。島の近くにある風車のまわ
りに魚が集まってくれば、油代も安く済んで漁業の効率が上がる」（五島ふくえ漁協の熊川氏）。

出典：公益財団法人自然エネルギー財団 自然エネルギー活用レポート」No.10 より引用

出典：戸田建設（株）より提供

事業関係者・他地域等からの視察者増加
（観光資源化による地域振興）
洋上風車の建造・メンテなど裾野の広い産業
クラスターを形成（雇用創出）

視察の様子 拠点港における洋上風車の建造ヤード

漁業との協調

地域振興・雇用創出等



28

ゼロカーボンシティの実現に向けた環境省の施策概要

ゼロカーボンシティを目指す地方公共団体に対し、情報基盤整備、計画等策定支援、設備等導入を一気通貫で支援

地域における温室効果ガスの大幅削減と、地域経済循環の拡大(地域に裨益する形での再エネ事業の推進）、レジリエ
ンス向上を同時実現

計画立案 合意形成 実施・運営
体制支援 設備等導入

課
題
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•現状把握や計画策定、再エネ導入に
関する知見・人員の不足

•環境影響や経済効果等の情報不足

•合意形成プロセスの不在

•地域主導の再エ
ネ事業のノウハ
ウ・人材の欠如

•災害時のエネ
ルギー確保

•地域再エネ事業の実施・
運営体制の構築及び人材
育成支援

•地域関係主体の合
意形成支援

•地域脱炭素シナリオ
や再エネ目標の策定
支援

•防災にも資する
自立･分散型エネ
ルギーシステム
導入支援等

੍
ର
ੁ

ゼロカーボンシティ再エネ強化支援パッケージ（補正200億円、 当初204億円）
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ゼロカーボンシティの実現に向けた環境省の施策の内容

• （新）ゼロカーボンシティ実現に向けた地域の気候変動対策基盤整備事業 8億円

• （新）再エネの最大限導入の計画づくり及び地域人材の育成を通じた持続可能でﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな
地域社会実現支援事業 12億円 【3次補正25億円】

• （新）地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エネルギー設
備等導入推進事業 50億円 【3次補正55億円】

• PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
50億円 【3次補正80億円】

• 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業 80億円 【3次補正40億円】

• 浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業 4億円



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業

事業イメージ

委託

「再エネの主力電源化」に向け、最大のポテンシャルを有する洋上風力発電の活

用が求められている。長崎五島の実証事業にて風水害等にも耐えうる浮体式洋上風

力発電が実用化され、確立した係留技術・施工方法等を元に普及展開を進める必要

がある。

本事業では、深い海域の多い我が国における浮体式洋上風力発電の導入を加速す

るため、浮体式洋上風力発電の早期普及に貢献するための情報や、地域が浮体式洋

上風力発電によるエネルギーの地産地消を目指すに当たって必要な各種調査や当該

地域における事業性・二酸化炭素削減効果の見通しなどを検討し、脱炭素化ビジネ

スが促進されるよう以下の事項に取組む。

①浮体式洋上風力発電の早期普及に向けた調査・検討等

②エネルギーの地産地消を目指す地域における事業性の検証等

③既存の浮体式洋上風車の社会受容・環境性・金融機関等関係者への理解醸成

深い海域の多い我が国において、再エネの中で最大の導入ポテンシャルを有し、かつ台風にも強い浮体

式洋上風力発電を早期普及させ、エネルギーの地産地消を目指す地域の脱炭素化ビジネスを促進する。

ポテンシャルを有する地域等を対象として、浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネスを促進します。

【令和３年度予算（案） 400百万円（500百万円）】

民間事業者、地方公共団体、大学、公的研究機関、等

令和２年度～令和５年度

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

■対象

・導入に適した地域か分から
ない
・地元住民・関係者にご理解
いただくためには様々な準
備・調整が必要、etc.

地産地消を目指す地域
における事業性の検証

浮体式洋上風力発電の早期普及に向けた検討

既存の浮体式洋上風車を用いた理解醸成
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令和３年度エネルギー特別会計予算案 詳細情報リンク先

エネルギー対策特別会計の令和３年度予算案及び令和２年度3次補正の
要求内容については、以下のURLよりご確認下さい。

■2021年度エネルギー対策特別会計における補助・委託等事業（パンフレット）
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local.html



ご清聴ありがとうございました。


